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学位論文題名

腰部負荷推定のためのウェアラブルセンサシステム

（Wearable sensor system for estimating lumbar load）

　本論文では,介護現場における介護者の腰にかかる作業負担を,作業中に実時間で記録し,作業分
析するためのウェアラブルセンサシステムを開発し,腰部表皮に取り付けた複数種センサ情報から
腰仙椎アライメントおよび椎間板圧迫力を推定する手法について述べている.
　腰痛発症者は多く存在するが,腰痛の要因を特定することは難しい.腰痛の要因の 1つとして,腰
部負担である椎間内圧が増加することが挙げられる.腰を前屈することにより腰部負担が増加する
ことが従来研究よりわかっている.また,各腰椎と仙骨の位置・姿勢,つまり腰仙椎アライメントの
変化によって,腰部負担が変化することも知られている.しかし,どのような動作が腰部負担を増加
させているのかを定量的に判断することは難しい.腰痛は労働現場だけでなく日常生活の動作から
も起こるため,様々な空間で動作を計測し,腰部負担を知ることで,腰痛の要因を探ることが期待で
きる.
　人体の腰部負担を計測するためには,体内に電極を入れる必要があるが,倫理的に容易ではない.
非侵襲で腰仙椎アライメントと外部負荷を考慮した腰部負担計測法が望まれ,筆者は腰部負担推定
のためのウェアラブルセンサシステムの開発を行った.腰仙椎アライメントの変化によって腰部負
担が変化することに着目し,腰部表皮形状の情報を用いた腰仙椎アライメント推定を行った.また,
手先負荷などの外部負荷が増えることにより腰部負担が増加するが,コンパクトなシステムとする
ためにセンサデバイスを腰部にまとめ,腰部の筋活動から外部負荷を考慮した腰部負担を推定する
画期的な手法を開発した.それらの推定を行える装着型装置を開発し,介護現場での実証実験を行っ
ている.
　まず,腰部の前屈,側屈,回旋時の姿勢と腰仙椎アライメントの関係を X線画像とモーションキャ
プチャデータから計測した 84名の詳細な 3次元データをもとに,姿勢と骨格の関係を解析し,かつ
個体差を考慮した 3次元幾何学モデルを構築した. さらに,性差および身長,体重の個人差を考慮す
るために,取得したデータに基づいて,性差,体格差に影響される腰仙椎アライメントのパラメータ
を分析して,その回帰モデルを構築した.
　つぎに,外部負荷が加わった際の腰部の筋活動として,筋硬さの変化に着目し,ロードセルによっ
てそれを計測することにより,外部負荷を考慮した腰部負担推定を行った.人体の筋骨格を詳細にモ
デル化した筋骨格動力学モデルとの比較実験を行うことで,開発した腰部負担推定法を評価した.
　最後に,開発した装置を用いて,介護施設で実証試験を行い,介護者の作業分析に有用な情報が得
られることを確認した.
　以上を要するに,著者は腰部にかかる作業負担をリアルタイムに推定でき,かつ作業の妨げになら
ないコンパクトなウェアラブルセンサシステムを開発し,実験的にその有用性を示した.本研究の成
果は,人体の外部情報から内部情報を推定するための新たな計測手法であり人間工学,計測工学の発
展に大いに寄与し,また労働者の安全管理を扱う産業衛生学への貢献も期待できる.よって,著者は



北海道大学博士 (情報科学)の学位を授与される資格あるものと認める.


